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抄　　録

目的：過疎と豪雪地帯の山国秋田県で精神保健福祉センター（以下センター）が全県をカバーする遠
隔精神保健を行うためにICT network：Akita Mental-health ICT Network（AMIN）を導入し、AMIN
構築・運用の阻害要因とその対策、並びにその効果を検証する。

対象と方法：対象は県の運営する8箇所の保健所の精神保健担当保健師（以下保健師）である。保健
所保健師からはセンターの地域精神保健に関する機能が見えない、従って、センターと連携するニー
ズがないという声があった。そこでセンターに対するニーズを呼び起こすために、センターは保健師
が支援に利用できるツールを開発し、その使用法に関するワークショップを県内数カ所で行った。さ
らに、センターが多職種チームを保健所にアウトリーチして地域のアルコール依存及びひきこもりの
困難事例について事例検討会を開催し、保健師のエンパワメントを図ることとした。その一部には
AMINを用いた。AMINは、タブレット端末とポケットWiFiをセットとしたもので、安全性の担保さ
れた会議システムが実装されている。12セットのうち3セットをセンターに、8セットを各保健所に、
1セットを県内依存症自助組織の取りまとめを担うPSWに配布した。

結果：センターの多職種チーム派遣による保健師エンパワメント事業開始後、保健所からの事例検
討会へのセンター多職種チーム参加要請は増加した。その一部にはAMINを利用して行うことで、ア
ウトリーチによる移動時間を節約でき、開催件数を増やすことが可能となった。また、AMINを用い
てもリアルの事例検討会に匹敵する内容の議論を行うことができた。保健所の依存症相談実績はエン
パワメント事業開始１年後には延べ人数が増加、2年後には実人数と延べ人数が明らかに増加した。
ひきこりの相談実績はエンパワメント事業開始わずか半年後でも延べ人数が増加した。

結論：多職種チームによるセンターの保健師のエンパワメント事業は保健所のニーズを掘り起こす

本論文の内容は第24回日本精神保健・予防学会学術集会で発表したものを中心にまとめた。
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ことに有効であった。そこに遠隔精神保健のツールであるAMINを導入することでエンパワメント
事業が一層に促進され、センターと保健師の連携がさらに進むことが示唆された。その成果として保
健所における依存症並びに引きこもりの相談・支援の向上に役立つことが示された。

はじめに
「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」（以下、「にも包括」）の構築は、我が国の地域精神保

健の喫緊の課題であり、第5、6期障害福祉計画並びに第7、8次医療計画にもその項目として記載され
ている。ところで、「にも包括」は平成28年に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」の目標の
一つである「地域共生社会の実現」の一部分にすぎない。この「地域共生社会の実現」に向けて、令和3
年には社会福祉法も改正された。その改正の中身は、市町村が主体となって高齢者・子供・障害者を
問わず支援の必要な人なら誰でも受け入れる窓口を作り、必要なら継続的に支援する、という方向性
を打ち出したものである。「にも包括」と名付けて、わざわざ精神障害にフォーカスを絞った地域包括
ケアシステムの構築が強調される大きな理由は、その主体が市町村となることによるものであろう。
なぜならば、精神障害者の相談・支援の主体は、長年にわたって都道府県に置かれていたからである。
従って、「にも包括」構築の鍵となるのは市町村による精神障害に対する相談・支援体制の構築と、そ
れに対する都道府県によるバックアップ体制の構築である。

　Akita Mental-health ICT Network（AMIN）は、秋田県精神保健福祉センター（以下、センター）が
保健所の地域精神保健活動のエンパワメントを図るために導入した遠隔精神保健のツールである。
AMINは「にも包括」構築の際にも重要な役割を果たすことが期待される。本稿ではAMIN導入に至
った経緯と、AMIN構築・運用の阻害要因並びにその対策、AMIN導入の効果などについて解説する。

1．精神障害にも対応した地域包括的ケアシステム（「にも包括」）における精神保健福祉センターの役割
精神保健福祉センターの設置は全都道府県と政令指定都市に設置することが精神保健福祉法第6条

に規定されている。その設置の目標は、地域住民の精神的健康の保持増進、精神障害の予防、適切な精
神医療の推進、社会復帰の促進、自立と社会経済活動への参加の促進のための援助である。その目標
達成のためにセンターは保健所及び市町村に技術指導及び技術援助を行い、関係諸機関と緊密に連携
することとなっている。一方、保健所は地域精神保健福祉業務の広域的・専門的・技術的推進のため
の拠点として位置付けられている。従って、「にも包括」構築の際には保健所が圏域の市町村の精神保
健活動をバックアップすることになる。図1は、岡山県精神保健福祉センター所長の野口正行先生に
よる自治体精神保健の方向性を示す図である。市町村の「にも包括」を保健所が支え、さらにセンター
が全県の保健所をバックアップするという重層的支援体制の概念が示されている。
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図１　自治体精神保健の方向性を示す図
（第8回精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に係る検討会　令和3年2月15日開催　「資料1　自治体
の精神保健」p6. 野口正行先生の使用許諾を得て掲載https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/000755756.pdf）

 
ところで、センターが行う全県の保健所のバックアップの中身としては具体的にはどのようなもの

が挙げられるであろうか。私は地域精神保健を担う保健所職員、具体的には保健師のエンパワメント
に重点が置かれるべきであると考える。その理由は、センターには精神保健のための多職種チーム（精
神科医、心理師、保健師、精神保健福祉士など）が備わっているのに対し、多くの保健所には保健師の
みが配置されていること、その平均在任期間が短いこと（秋田県の場合、おおむね3年）、従って何らか
の支援がなければ保健所保健師が地域精神保健に必要な知識と技能を獲得しその技術を持続的に向上
させることが困難なことなどが挙げられる。センターによる保健師エンパワメントの具体的方法とそ
の効果については後述する。

2．秋田県で遠隔精神保健が必要なわけ
秋田県は過疎と少子高齢化が日本一進行中の県である。人口はたった94万人弱で、人口減少率は毎

年1.4%と高く、全人口に対する15歳未満人口は10.1%であるのに対し65歳以上人口は35.6%を数え、
さらに後期高齢者である75歳以上人口は19.3%にも上る。広大な面積（全国６位）を誇るが、道路網が
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未整備なのに加えて豪雪地域かつ山国という風土を持つ。医療機関はセンターのある秋田市を中心に
偏在している。

このような過疎、交通不便な秋田県の地域精神保健を秋田市に位置する秋田県精神保健福祉センタ
ー単独でカバーするのは極めて困難である。センターの専門職も精神科医1名、公認心理師2名、保健
師4名（うち、常勤2名）と少なく、精神保健福祉士の配置は無い。県内唯一の精神保健多職種チームを
持つことがセンターの強みであるが、遠隔地にチームを派遣すると往復だけで半日を要し、チームを
派遣できる回数には当然限界がある。

このような実情のもとで地域精神保健の充実と「にも包括」構築を目指すにはその中心的役割を果
たす保健所保健師のエンパワメントが必須であるが、県内8ヶ所の保健所（秋田市保健所を除く）をセ
ンターがサポートするには工夫がいる。その工夫の一つがICTの活用である。

3．遠隔精神保健の実現を阻むもの
では、ICTがあれば、保健所のエンパワメントを図る遠隔精神保健は実現できるだろうか。その答

えは「No」である。その要因について解説する。
3-1．センターと保健所との連携を阻むもの

行政の縦割り（センターと保健所を管轄する本庁の課が異なる、保健所内でも精神保健担当と感染
症や母子保健などの担当保健師を管轄する本庁の課が異なるなど）、センターと保健所保健師の在任
期間が短いことに加え、センターの保健所へのアウトリーチが少ないことなどの理由から、秋田県で
は保健所保健師からはセンターの活動が見えにくいという実態があった。その結果、保健所保健師は、

「精神障害者手帳・自立支援医療の判定、精神医療審査会業務」以外にはセンターをあてにしないこと
が常態化してきた。すなわち、保健所のセンターに対する「ニーズ」が表面的には見えなくなっていた。

もちろん、センターには多職種チームがあり、厚労省などからの情報を入手しやすく、職員は各種の
研修や講習に参加して最新の知識や技能の獲得に努めている。それをもとに、センターでは高いレベ
ルで相談支援業務を行っている。また、保健所は複雑・困難事例を抱え、いつも悪戦苦闘している。
しかし、それだけでは「ニーズ」の顕在化、すなわち保健所保健師が連携をセンターに求める動機には
なりにくい。「ニーズ」の顕在化のためには、保健所保健師の役に立つ事業をセンターが行うことが必
要である。具体的には、最新知識・技術の伝達（ツール開発、ワークショップの開催など）、出張事例検
討会（多職種チームを保健所に派遣）、保健所が市町村の困難事例について開催する事例検討会のバッ
クアップなどが「ニーズ」の顕在化には役立つ。秋田で行った実践については後述する。

3-2．ICTの導入を阻むものとその対策
ハード面の阻害要因も多々存在する。まず、県支給のPCは県独自のネットワークにのみ接続可能

で、マイクもスピーカーも内蔵されず、アプリケーションのダウンロードは禁止されている。テレカ
ンファレンスの施設はあるが、センターと保健所は直接繋がらない。また、保健所やセンターには安
全なWiFi環境は未整備である。

ソフト面の阻害要因として、事例検討会など個人情報を取り扱う機会が多いので、個人情報の保護
が問題となる。	

Akita Mental-health ICT Network（AMIN）はこれらを回避したICTネットワークである。この
AMINは、“厚生労働科学研究費補助金：地域特性に対応した精神保健医療サービスにおける早期相
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談・介入の方法と実施システム開発についての研究（研究代表者：根本隆洋）”の補助金を得て構築し
た。本研究の英語名はMental health and Early Intervention in the Community-based Integrated 
care Systemであり、略称はMEICIS（メイシス）という。令和3年度はタブレットとポケットWiFi各
1台のセットを次のように配布した。3セットをセンターに、8セットを各保健所に、1セットを依存症
自助団体のまとめ役のPSWに配布した。また、タブレットにはセキュリテイーが担保された専用会
議システム（v-cube）を実装した。

個人情報の保護については、以下のように対応した。まず、事例を取り扱う会議への参加は守秘義
務を持つ者のみに限定し、印刷物の配布は行わず、事例の概要はホワイトボードへの板書のみとした。
全ての固有名詞は出現順にアルファベットで匿名化、年月日もn年7月のように特定できない表記と
した。

4．保健所保健師のニーズの顕在化とエンパワメントに向けたセンターの取り組み
保健所保健師が苦手としやすいものとして、依存症とひきこもりを選んだ。いずれも当事者が相談

に訪れることは稀で、困りきった家族が相談に訪れることの多い問題である。また、長期にわたる継
続支援が必要なことが多く、相談・支援にあたる保健師自身が先が見えない不安に苦しみやすい問題
である。センターは支援者がそれらに対する相談・支援にあたる際に役立つツールを開発するととも
に、その活用ワークショップを開催した。

依存症については、まずギャンブル障害の回復支援プログラムとして定評のあるSAT-G（Shimane 
Addiction recovery Training program for Gambling disorder）を導入し、SAT-Gをアルコール依存向
けに改定した秋田版アルコール依存症回復支援プログラム（Akita version SAT for Alcoholics：
ASAT-A）を開発することとした。SAT-Gの実施にはその使用法についての研修参加が義務付けられ
ているため、MEICISの後援を得て開発者の一人（佐藤PSW）を招いて全県を対象としたワークショッ
プを開催した。図2にSAT-G、図3にASAT-Aの目次を示す。
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図2　SAT-Gの目次

図3　ASAT-Aの目次
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ASAT-AはSAT-G研修を終了した者、ないしは、ASAT-Aのワークショップを終了した者が
SAT-G研修修了者のスーパーバイズを受けて実施することとなっている。

図4　アルコール依存症支援者のためのガイドブック

 
さらに、アルコール依存症の相談・支援に携わっている保健所保健師3名の協力を得て、令和2年3

月に「アルコール依存症支援者のためのガイドブック」（図4）を作成した。このガイドブックのコンセ
プトは、「初めて精神保健に携わる保健所保健師に役立つガイド」である。これらの二つのツールにつ
いて、令和2年度には秋田県版支援ツール活用ワークショップを3回開催した。開催日と参加者数は、
県南地区：令和2年9月10日、19名：県北地区：令和2年10月7日、15名：中央地区：令和2年11月10日、
24名であった。参加者の内訳と、参加者のアンケート結果を図5に示す。令和3年度にも支援ツール
活用ワークショップを開催した。ただし、COVID-19の感染拡大のため全県の支援者を対象にWeb形
式での開催として55名の参加を得た。その内容は、支援ガイドブックの説明（作成途中の相談支援機
関向けのガイドブックプロトタイプ）と、ASAT-Aについて講演、実技（デモンストレーションとロー
ルプレイ）である。
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図5　秋田県版支援ツール活用ワークショップ参加者の内訳とアンケート結果

 
後述するように、アルコール依存症を標的とした二つのツールの有効性に手応えを得たことから、

ひきこもりの相談・支援についてもセンター職員とひきこもり相談支援センターコーディネーターの
手により「ひきこもり相談支援ガイドブック」（支援者向けと家族向け）を令和2年6月に作成し（図6）、
全保健所と全市町村並びに地域社協に提供した。県内3カ所（県北：能代保健所 34名、中央：由利本荘
保健所 23名、県南：湯沢保健所 14名）で開催した秋田県ひきこもり相談支援連絡協議会の際にその紹
介を行い、参加者には相談支援ガイドブック（家族向け）を配布した。なお、「ひきこもり相談支援ガイ
ドブック」（支援者向けと家族向け）は秋田県精神保健福祉センターホームページからダウンロード可
能である（参考文献1）。
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図6　「ひきこもり相談支援ガイドブック」（支援者向けと家族向け）

 
ツールの開発とその普及にあたるとともに、センターの多職種チームを依存症ならびにひきこもり

に関する事例検討会などに派遣した。アルコール依存症の出張事例検討会は図7に示したように、平
成31年度には4保健所計4回開催し、49機関79名の参加を得た。令和2年度には4保健所計5回、うち
2回はAMINによる遠隔開催とし、25機関48名の参加を得た。令和3年度にはコロナ禍により2回全
てAMINによる遠隔開催とし、10機関20名の参加を得た。令和3年度には保健所保健師がCovid-19対
応に追われ、開催が中止となる事例検討会も複数あった。リアルの事例検討会の状況を図7に、AMIN
による遠隔開催の状況を図8に示す。ひきこもりを対象とした出張事例検討会は現地で3回、AMIN
による遠隔開催で1回開催した。その状況を図9に示す。
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図7　依存症出張事例検討会の実例

図8　AMINを用いた依存症遠隔事例検討会の実例
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図9　AMINを用いたひきこもり遠隔事例検討会の実例

5．保健所保健師のエンパワメントの効果
以上のように保健所保健師のエンパワメントを目的としてセンターがツールを開発し、その活用に

向けたワークショップなどの開催、センターの多職種チームが保健所に出向いて行う出張事例検討
会、AMINを用いた遠隔事例検討会などの活動を行なってきた。これをセンターによる「保健師エン
パワメント事業」（以下、エンパワメント事業）と呼ぶこととする。エンパワメント事業の評価は、年度
ごとの依存症及びひきこもり関連相談・支援件数の推移によって検討した。

保健所における依存症関連相談の年次推移を図10に示す。
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図10　保健所における依存症関連相談の年次推移上段は実数、下段は延数を表す。

事業開始前の平成31年（令和元年）度に比べ令和2年度には実数の微増と延数の顕著な増加が、令和
3 年度には実数と延数の明らかな増加が見られた。このことは、エンパワメント事業の開始前は各保
健所の行ってきた依存症相談が医療機関や自助団体への振り分けに留まっていたことが多かったのに
対し、事業開始後には継続支援が保健所保健師によってなされるようになり、その手応えに力を得た
保健師が令和3年度には積極的に依存症関連相談に応じるようになったことを示唆している。すなわ
ち、依存症の相談支援についてセンターの行ってきたエンパワメント事業が有効であったことが示唆
される。
　図11に保健所におけるひきこもり相談の年次推移を示す。
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図11　保健所におけるひきこもり相談の年次推移

ひきこもりの相談・支援に関するエンパワメント事業は令和3年度の7月に始まり、年度内では約半
年の事業展開であったが、保健所のひきこもりの相談件数は事業開始前の令和2年度に比べて延べ人
数が明らかに増加した。この変化は依存症に関する相談・支援のエンパワメント事業が開始された直
後（令和2年度）と同様に、保健師がひきこもりについても継続支援を行うようになったことを示唆し
ている。

以上より、センターが行ってきた多面的アプローチによる保健所保健師のエンパワメント事業は依
存症とひきこもりの相談・支援に関する限りは有用であったと考える。



39

予防精神医学 Vol.7（1）2022

6．AMINの有用性
図12にAMINを用いたセンターと保健所を結ぶ図8とは別の依存症遠隔事例検討会の実例を示す。

図12　AMINを用いたセンターと保健所を結ぶ依存症遠隔事例検討会

その検討会における検討結果は、以下のようなものであった。
•訪問による支援は、それ自体はとても良かったと評価し、関係者をねぎらった。
•ただ日中暇を持て余し飲酒に至ってしまうことが多いことを考えると、どこか本人が自転車で行け
るような場所でASAT-A等のプログラムを実施することも今後検討できるのではないか。
•本人はこれまでも作業所やデイサービスの提案を断ってきたことから、難しさはあるが、どのように
意欲を完全に失わずに今後の生活を再構築できるかが鍵になるだろうと意見がまとまった。
•生きづらさをやわらげるアルコール以外の支えを見つけていくことが大切であるとの認識を参加者
で共有した。

すでに出張事例検討会で「顔の見える」関係が構築されている保健所との間でAMINを用いて遠隔
事例検討会を開催することは容易であり、また、検討も現地で行う事例検討の際と遜色のない水準で
実施できることが確認された。このことは依存症、ひきこもりのいずれの事例検討においても同様で
あった。今後は、保健所や地域の抱える全てのメンタルヘルスに関わる困難事例についての検討会を
保健所とセンターの間で日常的に行えるようになることが期待される。

7．AMINのその他の活用法と遠隔精神保健事業
前述したように、令和3年度依存症支援者向け支援ツール活用ワークショップはCOVID-19蔓延の

影響でWeb開催（AMINによるものではない）となった。全県より医療機関が10機関、地域包括支援
センター6機関、社会福祉協議会4機関、障害者生活支援センター1機関、基幹相談支援センター1機
関、県保健所2機関、秋田市保健所、市の担当課2機関、刑務所、県障害福祉課の29機関、計55名の参加
が得られた。ワークショップとはいえ、ロールプレイをグループで行うことはできず、その模擬例の
映像を見るだけになってしまい、リアルなワークショップに比べやや物足りないものとなった。

センターの運営するひきこもり相談支援センターでは「青年グループ」（当事者の会）と「虹の会」（家
族会）を運営している。コロナ蔓延下では、青年グループをAMINを用いてハイブリッドで行った。
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また、当事者との個別面接も、AMINによる遠隔面接とすることもできた。一方、家族は高齢のために
ICTリテラシーに問題があり、AMINを活用した家族支援は行えなかった。

ギャンブル依存の回復支援プログラムであるSAT-Gも、時期によってはAMINを用いて遠隔で行
った。

保健所の要請で行う講演や勉強会についても、センター職員が講師としてAMINを使った遠隔講演
を行った。

また、当センターはCOVID-19の際の一般県民、罹患者、宿泊療養者、在宅療養者、クラスター発生
の施設従業者などからの相談・支援にも対応した。実際の使用実績はなかったが、必要に応じて
AMINを使用することをセンター内では申し合わせていた。今後、COVID-19に限らずさまざまな新
規感染症が世界中で流行することが予想されている。AMINのような遠隔精神保健のツールはそのよ
うな際にも重要な役割を果たすものとなるだろう。

8．まとめ
AMINを用いてセンターと保健所を結んだ遠隔事例検討会は、個人情報の保護について配慮しても

対面の事例検討会と同様の有効性をもつと考えられた。「エンパワメント」事業の有効性を合わせて考
えるならば、AMINは「エンパワメント」事業を推進する上で大きな役割を果たすものと考えられる。
広義の精神障害者のうちでも、特に通常の医療にはつながりにくいのはPNPCC（persons not properly 
cared in the community）である。PNPCCには、頻回措置入院者、長期入院者、未治療・治療中断者、
依存症、ひきこもり、自殺ハイリスク者などが含まれる。今回の研究では依存症とひきこもりに焦点
を当てて保健所保健師の相談・支援能力を向上させる取り組みをおこなったが、この取り組みは
PNPCCに属する他のメンタルヘルスの問題を抱える相談者に対しても十分応用可能なものである。
令和4年度は、当センターと保健所をつなぐ出張事例検討会（対面、AMINによる遠隔の両者を含む）
の対象は依存症ひきこもりに限らず、広く相談・支援困難事例とすることにした。今後は、保健所保
健師のエンパワメントがさらに進むことと、センターのバックアップが得られる保証のもとで、圏域
の市町村の困難事例についての事例検討会を保健師が保健所で開催するようになることが望まれる。
それが実現するなら、市町村の「にも包括」構築がより一層促進され、質の高いものとなることが期待
できる。

AMINはセンターが日常的に行っている相談・支援の対象を全県に広げることにも有用である。遠
隔地の相談者もセンターの支援者とある程度ラポールがついた段階からはAMINを利用して遠隔精
神保健相談に移行することが可能になる。

コロナ禍の元、外出が躊躇われる事態が生じたが、そのような際の相談・支援にもAMINを用いて
一部の相談を継続できた。その中には依存症の回復プログラムに参加中の相談者が含まれていた。

今後、COVID-19に限らずさまざまな新規感染症が世界中で流行することが予想されている。
AMINのような遠隔精神保健のツールはそのような際にも重要な役割を果たすものとなるだろう。
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